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研究成果の概要（和文）：本研究では、戦後教育学形成期の中心的な諸アクターの相互関係を社会史的に描き直
すことを試みた。特に、日本教職員組合の1950年代の教育研究全国集会・大会（以下、全国教研）を中心に、同
組合が所蔵する史料を特別な協定に基づき利用し、教職員組合、知識人、民間教育運動の三者の関係性を検討し
た。研究の結果、全国教研が果たした役割が教職員に対する「上からの啓蒙」という従来の評価とは異なる点を
明らかにした。当時の全国教研は、日教組執行部や教育学者を中心とした知識人からなる講師団が枠づけした問
題意識や課題よりも個々の組合員の日常的な問題関心や課題を反映した教研レポートが中央に集約され行われた
ものであった。

研究成果の概要（英文）：In this study, we tried to redraw the relationships between various key 
actors in the formative stage of post-war education from a Social history  perspective. Based on a 
special agreement, we utilized and analysed historical materials from JTU collection. Notably, 
focusing on the National Conference on Educational Research in the 1950s (hereafter, “National 
Conference”), We examined the relationship it had with intellectuals and private education 
movements. This study clarified that the National Conference played a different role from the 
conventional evaluation of “enlightenment from the higher-ups” for teachers and staff. Instead of 
the problems framed by the union executive and team of lecturers from intellectuals, the National 
Conference then focused on educational research that reflected the individual union members’ 
everyday concerns and issues.

研究分野： 社会学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、戦後教育学の形成期の中心的な諸アクターの相互関係を社会史的に描き直すという点で、これまでに
ない独創的なものである。戦後教育学を脱構築する試みの多くは、思想史的なテキストの読み直しにとどまり、
同時代の文脈を実証的にたどり直しているわけではない。また、個別の事件や問題を歴史的に検討し直す近年の
研究は、個別の事件の検証にとどまり、当時横行したレッテル貼りなどの影響を受けた、諸アクター間の関係に
ついての誤った解釈や理解がしばしば混じっている。本研究は、戦後教育学の潮流が形成される過程において
個々の人物・団体が果たした役割を、これまでにない水準で正確に記述することに貢献するものである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
戦後日本の教育学の展開の中で、いわゆる「逆コース」の流れに対抗して登場してきた進歩主

義的、権力批判的、運動的な性格を持った教育学の流れが、歴史の中で重要な役割を果たしてき
たのは周知のことである。その流れを仮に「戦後教育学」と名づけておくと、1980 年代ぐらい
からは、戦後教育学の意義や限界を考察したり、その性格を問い直したりするような研究がさま
ざまになされてきた。一つのアプローチとして、戦後教育学の理論や思想を内容レベルで問い直
そうとするものがある。1990 年代に発足した近代教育思想史研究会（のち教育思想史学会）は、
戦後教育思想の問い直しを目的の一つに掲げ、『近代教育フォーラム』誌で活発に検討を進めて
きた。同時期に刊行が開始された『教育学年報』（世織書房、全 10巻）もまた、編者たちの中心
的な関心の一つは戦後教育学の理論的枠組みの問い直しにあった。また、国民教育論や国民の教
育権論など戦後教育学が生み出してきた議論を、精緻に検証し直したり、現代的な関心から読み
直したりする研究も少なくない。 
しかしながら、戦後教育学の研究と実践との関係が作られた歴史的文脈まで立ち返って、社会

的な出来事として実証的に検証する研究は必ずしも多くない。確かに、旭丘中学事件や教育二法
の成立（1954 年）、勤評闘争（1956-59 年）、全国学テ（1960-61 年）など、政治化した事件につ
いては、中央での政治過程や地域の個別事例を含めて、実証的な検証が近年進んできている。し
かし、個別の事件や問題の向こう側にある構造、すなわち戦後教育学の研究と実践との関係構造
の形成という構造的な側面については、まだ十分研究が進んでいない状態である。 
戦後教育学の研究と実践との関係構造を考える上で重要なアクターは、①教育学者を含む知

識人、②民間教育団体の指導者や教育実践者、③教職員組合という三者が挙げられる。本研究が
設定した大きな問いは、これらの三者が 1950 年代にどのような過程でどのような関係構造を作
ることになったのか、また、それが批判的な戦後教育学の形成にあたって、どういう性格を与え
ることになったのか、である。これらを明らかにすることを通して、戦後教育学の一潮流の形成
を、同時代の社会史的な出来事として描き出すことを目指している。 
戦後教育学の潮流を形作ることになった個々の中心的な教育学者については、人物研究のよ

うな形で少しずつ研究は始められてきている。また、民間教育運動についても、団体史や個人史
の研究が個別になされている。教職員組合の歴史もまた、ようやく近年本格的な研究が始まって
いる。しかし、それらの相互の関係を深く掘り下げた研究はまだ十分になされていない。 
そうした中で、日本教職員組合が 1951 年から始めた全国教育研究大会（のち集会）を実証的

に研究した一連の研究（冨士原・布村 2015 など）において、初期全国教研において中央執行部、
講師団、単組のそれぞれが果たした役割が明らかにされてきた（太田 2016、布村・冨士原・太
田・岩田 2016）。しかしながら、これらの研究は全国教研の企画や運営の解明を目指すものであ
って、本研究が注目する三つのアクターの相互関係の形成に焦点を当てたものではない。本研究
は思想史的な観点から論じられることの多い戦後教育学の一潮流を、当時の政治的事件や教育
運動の実態と関連させながら社会史的な文脈に位置づけなおすことを目指すものである。 
 
２．研究の目的 
本研究は、戦後教育学がその輪郭を形成した時期である 1950 年代において、進歩主義的、権

力批判的、運動的な性格を持った教育学的言説空間の形成に、誰がどう関与していたのかを考察
するものである。具体的には、日本教職員組合による第１回教育研究全国大会（1951 年）から
国民教育研究所の設立（1957 年）までの期間に関して、教育学者を含む知識人、民間教育運動
と教職員組合との三者が、どのような関係構造のもとで教育運動言説の形成に関与したのかを、
当時の政治的事件や教育運動の実態と関連させながら明らかにする。それを通して、これまで思
想史的な観点から論じられることの多かった戦後教育学の一潮流を、同時代の出来事や中心的
な人物・団体等の相互作用の産物として、社会史的な文脈に位置づけなおすのが、本研究の目的
である。 
 
３．研究の方法 
戦後教育学の大きな理論的枠組みや方法論的態度が形成された時期といえる 1950 年代頃に限

定して研究を行った。具体的には、全国教研を開催する議論が始まった 1949 年から、上原専禄
を初代所長として国民教育研究所が設立される 1957 年頃までを対象とし、次の諸点を明らかに
することを試みた。 
 

(1)日教組（日本教職員組合）が所蔵する非公開史料及び教育図書館が所蔵する史料を中心とし
て、①教職員組合と教育学者・知識人との関係、②教職員組合と民間教育運動との関係の構造と
その変化を考察した。 
(2)人物関係史料や団体関係史料の検討を通して、①教育学者や知識人相互の関係、②民間教育
運動関係者相互の関係、及び③教育学者・知識人グループと民間教育運動関係者との間の人脈的
な関係について考察した。 
(3)以上二つの作業を当時の教育や社会、政治の出来事の中に位置づけることを試みた。 
 
特に注目したのは、三つのアクターが密接な接点を持った全国教研である。日教組の内部史料、

個人と団体の文書、関係者の回顧録等を手掛かりに、三つのアクターの関係を考察した。より具



体的には、全国教研について、次のようないくつかの小さな問いを立てて検証を進めた。①全国
教研開催時に、中央執行部の指示で各地のサークル活動の組織化が行われているが、その組織化
が何を目的としていて、実際に知識人や民間教育運動家がどう関与していたのか。②全国教研に
は、コアカリキュラム連盟と教育科学研究会の関与が極めて大きかったと言われるが、第３次全
国教研では、地方講師団を選出する際に、さまざまな民間教育団体の実践的教育者を講師に迎え
ている。日教組中央執行部は、どのような意図で単組と民間教育研究団体の組織化を図ろうとし
たのか、民間教育研究団体は、この呼びかけに何を期待して全国教研参集したのか。③進歩的知
識人は、全国教研開催時に何を教育運動に期待していたのか。その期待は、その後どのように変
容したのか。④初期の全国教研において、教育学者や知識人、民間教育運動家は、それぞれ実際
にどのような形で関与し、どういう影響を与えたのか。またそれぞれの関与のあり方が、数次の
開催の中でどのように変容していったのか。 
本研究では、こうした小さな問いの検証・吟味を積み上げていくことで、全体として、三つの

アクター間の関係がどのような構造として成立し、また教育、社会、政治の変化の中でその構造
がどのように変化していったのかを描き出すことを試みた。 
 

 
４．研究成果 
本研究では、戦後教育学形成期の中心的な諸アクターの相互関係を社会史的に描き直すこと

を試みた。特に、日本教職員組合の 1950 年代の教育研究全国集会・大会（以下、全国教研）を
中心に、同組合が所蔵する史料を特別な協定に基づき利用し、教職員組合、知識人、民間教育運
動の三者の関係性を検討した。 
既に我々の研究グループは、日本教職員組合（以下、日教組）が開催する第 1回から第 4次ま

での全国教育研究集会を対象とし、その運営及び実施の過程を考察している。その結果は、日本
教育学会第 74回大会（お茶の水女子大学）及び第 75 回大会（北海道大学）で発表し、論文にま
とめている（布村・冨士原・太田・岩田 2016、布村 2017）。 
これらの研究では、以下のような点が明らかになっている。すなわち、第１回全国教研におけ

る日教組中央執行部の役割のほとんどが、全国教研という「場」を設定する役割にとどめられて
おり、それは第２回から第４次に至るまで変わらなかったということである。中央執行部が日教
組の運動方針を反映させる場として全国教研を開催しようとした指示や指令はなく、内部史料
から見えて来る日教組中央執行部の役割は第 1 回開催時と変化はなかった。日教組中央執行部
は、全国教研だけではなく、全国教研開催までに年に数度行われる講師団総会及び全国教育文化
部長会議の企画及びその会議の場で出た意見をまとめるといった役割と、各単組から送られて
来るレポートを集約し講師団や各単組の正会員に送付するといった事務局的な役割を果たして
いた。 
そこで本研究では、第６次教研において分科会が完全な形で教科別で設定されるようになっ

たことが講師団やレポートの選定にどういった変化をもたらしたのかという点に特に着目し、
第５次から第８次までの全国教研を対象として、その運営や実施の変容過程を明らかにした。こ
の研究成果を、日本教育学会第 77回大会（宮城教育大学 2018 年 9月 1 日）および日本大学教育
学会秋季学術研究発表大会（日本大学文理学部 2018 年 12 月 8日）で報告した。以下は、主な研
究成果である（布村・太田・岩田・冨士原 2018）。 
 
(1)教研のレポートの選定過程（地方レベルから『日本の教育』の刊行まで） 
第５次から第８次の全国教研のレポートについて、地方レベルから全国教研当日、そして事後

の報告書まで、だれがどう選定に関わったのかについての過程を考察した。明らかになったのは、
レポートの選定については、第４次までと同様の方法がとられていた、ということである。すな
わち、県集会から全国教研を経て『日本の教育』の刊行までの過程の中で、レポートの扱いにつ
いては、全国教研までは各単組が、教研当日と『日本の教育』の原稿執筆までは講師が大きく関
与していた。日教組教文部は全国教研の企画・運営を担当していたが、日教組の中央がレポート
の選定に関われるような余地はなかった。それぞれの単組から思い思いのレポートが上がって
きていたということである。 
 
(2)教育学者を中心とした知識人からなる講師団とその指導的役割の変容 
教科別分科会の導入に関わって、教育学者を中心とした知識人からなる講師団とその指導的

役割がどのように変容したのかについて考察した。教科研究志向の一層の高まり、日常的実践へ
という研究領域のさらなる移行で、講師団は理論的なイニシアティブをこれまで以上に発揮し
にくくなった。その結果、講師団は従来の指導性を見直し、教師とともに取り組むといった共同
研究者という役割に、自らを方向付けていったことが明らかになった（太田 2018、太田 2019）。 
 
(3) 教研レポートからみた日教組の組合活動と教育研究活動との関係性 
日教組の組合活動が教育研究活動に与えた影響を、社会科分科会の教研レポートから検討し

た。明らかになったことは、日教組の大会などで議論・決定された運動方針にあるような政治や
社会の変革などを問題意識として前面に出したものや、当時の教育政策への批判や抵抗を前面
に出したものよりも、個々の組合員の日常的な教育実践において直面している切実な 課題を取



りあげるものが多いということであった 。 
 
以上のことから、当時の全国教研では、日教組執行部や講師団が枠づけした問題意識や課題が

教研レポートに反映していったというよりも、執行部や講師団の意図や思いとはやや無縁な形
で、個々の組合員の日常的な問題関心や課題が大量の教研レポートとして中央に集まっていた、
ということである。執行部は、毎年の総括で、中央で考えた問題設定が教研レポートにあまり反
映していかないことを繰り返し反省点に挙げていた。また、講師団は、大所高所からのアカデミ
ックな問題関心がレポートや参加者に反映しないことを嘆いていた。しかし、視点を変えてみる
と、個々の組合員の不断の教育活動の中の問題を自由な形や方向でレポートとしてまとめさせ、
それを全国集会に集約して行ったという点で、この時期の全国の教職員の自主的で自由な教育
研究を促進していったとみることができる。1950 年代の全国教研が果たした役割は、教職員に
対する「上からの啓蒙」や「上からの洗脳」などではなく、「現場教員自身による下からの教育
研究エネルギーの活性化」であったということができる。 
 
現在、これらの研究成果を複数の論文にまとめており、最終的には学術書として刊行する。

1950 年代における知識人、民間教育運動、教職員組合の関係構造を明らかにし、同時代の出来
事や中心的な人物・団体等の相互作用の産物として、戦後教育学を社会史的な文脈に位置づけ直
すことを試みる。なお、民間教育団体に関しては、日本教育会の解散とその後の日教組による教
育研究サークルの組織化という点に特に着目して研究を進めてきており、その点も盛り込む予
定である。 
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